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５．女性の就労について 

（１）女性の採用に関する取組 
 

（１）貴社では女性の採用に関して、どのように取り組んでいますか。（企業全体の方針につ

いてご回答ください。）【１つに○】 

 

女性の採用に関する取組については、「積極的に採用している」が 75.7%と最も高く、次いで「採

用枠を設けて採用している」が 11.9%、「あまり採用に関して積極的ではない」が 8.5%の順となっ

ている。 

前回調査との比較では、「積極的に採用している」が 15.2 ポイント増加、「採用枠を設けて採用

している」が 8.9ポイント減少している。 

業種別でみると、すべての業種で「積極的に採用している」が５～９割台と最も高くなっている。 

特に、<医療、福祉>が 99.0％、<宿泊業、飲食サービス業>が 90.5％と他の層より 10ポイント以

上高くなっている。 

従業員規模別でみると、すべての層で「積極的に採用している」が５割以上と最も高く、特に 30

人以上の層では８～９割台となっている。 

また、<9人以下>では、「あまり採用に関して積極的ではない」が 20.4％、「採用していない」は

11.8％と、それぞれ他の層より 10ポイント、8ポイント以上高くなっている。 

 

■女性の採用に関する取組〔回答数＝544〕 

 

 

【前回調査との比較】 
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【業種別／従業員規模別（女性の採用に関する取組）】 
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（２）女性採用率 
 

（２）貴事業所で、令和４年度～令和６年度に採用した労働者の人数（中途採用含む）と、そ

のうちの女性の人数をご回答ください。【数字を記入】 （この調査票が届いた鹿児島市

内の事業所の採用人数をご回答ください。）  

 

令和４年度から令和６年度までの３年間に採用した労働者数は 11,771 人、そのうちの女性の人

数は 6,698人、女性の採用率は 56.9％となっている。 

業種別でみると、<医療、福祉>が 75.2％と最も高く、他の層より 16 ポイント以上高くなってい

る。 

また、<建設業>が 22.6％と最も低くなっている。 

従業員規模別でみると、すべての層で５～６割台なっている。 

本社所在地別でみると<鹿児島市内>で 57.5％と他の層より高くなっている。 

前回調査との比較では、<全体>で 3.7ポイント減少している。 

また、<9人以下>で 23ポイント減少している。 

 

■女性採用率〔回答数＝525〕 

  

女性採用
人数

総採用
人数

女性
採用率

6,698 11,771 56.9%

建設業 114 504 22.6%

製造業 140 310 45.2%

卸売業、小売業 782 1,683 46.5%

宿泊業、
飲食サービス業

2,024 3,455 58.6%

医療、福祉 2,209 2,937 75.2%

サービス業 469 905 51.8%

その他 960 1,977 48.6%

9人以下 108 189 57.1%

10～29 人 441 735 60.0%

30～49 人 609 1,044 58.3%

50～99人 1,054 1,869 56.4%

100～299人 1,681 2,848 59.0%

300人以上 2,761 5,030 54.9%

鹿児島市内 6,515 11,326 57.5%

鹿児島県内
（鹿児島市以外）

8 40 20.0%

鹿児島県外・外国 175 405 43.2%

　合計

業
種
別

従
業
員
規
模
別

分類
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社
所
在
地
別

56.9%

22.6%

45.2%

46.5%

58.6%

75.2%

51.8%

48.6%

57.1%

60.0%

58.3%

56.4%

59.0%

54.9%

57.5%

20.0%

43.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【前回との比較 業種別／従業員規模別（女性採用率）】 

 

※前回との比較のグラフの nは総採用者数を表す。  

56.9%

60.6%

22.6%
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58.4%

75.2%

81.5%

51.8%

61.2%

48.6%
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43.2%

58.6%

0% 50% 100%

全体令和７年度(n=11771)

全体令和４年度(n=6315)

建設業令和７年度(n=504)
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医療、福祉令和７年度(n=2937)

医療、福祉令和４年度(n=1290)

サービス業令和７年度(n=905)

サービス業令和４年度(n=1464)

その他令和７年度(n=1977)

その他令和４年度(n=456)

9人以下令和７年度(n=189)

9人以下令和４年度(n=658)

10～29 人令和７年度(n=735)
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30～49 人令和７年度(n=1044)

30～49 人令和４年度(n=494)

50～99人令和７年度(n=1869)

50～99人令和４年度(n=479)

100～299人令和７年度(n=2848)

100～299人令和４年度(n=933)

300人以上令和７年度(n=5030)

300人以上令和４年度(n=2859)

鹿児島市内令和７年度(n=11326)

鹿児島市内令和４年度(n=5969)

鹿児島県内（鹿児島市以外）令和７年度(n=40)

鹿児島県内（鹿児島市以外）令和４年度(n=35)
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鹿児島県外・外国令和４年度(n=309)
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（３）女性の管理職登用への積極度 
 

（３）貴社では女性の管理職への登用を積極的に行っていますか。【１つに○】 

 

女性の管理職登用への積極度については、「行っている」が 37.7%と最も高く、次いで「ある程度

行っている」が 29.8%、「行っていない」が 19.9%の順となっている。 

前回調査との比較では、「行っている」が 12.4ポイント増加、「行っていない」が 10.4ポイント

減少している。 

業種別でみると、<医療、福祉>で「行っている」が 71.6％と、他の層より 26 ポイント以上高く

なっている。 

従業員規模別でみると、<9人以下>では「行っていない」が 31.5％、<10～29人>では 28.6％と、

他の層より 15ポイント以上高くなっている。 

また、「行っている」と「ある程度行っている」の合計について<9人以下>で 54.4％、<10～29人

>で 53.4％、30人以上の層で７～９割台となっている。 

 

■女性の管理職登用への積極度〔回答数＝544〕 

 

 

【前回調査との比較】 
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【業種別／従業員規模別（女性の管理職登用への積極度）】 
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（４）女性の管理職割合 
 

（４）貴社の課長級以上の管理職の人数と、そのうちの女性の人数をお答えください。（企業

全体の人数をご回答ください。）【数字を記入】 

 

鹿児島市内に本社がある事業所の総管理職人数は 5,457人、そのうちの女性の人数は 881人、女

性の管理職割合は 16.1％となっている。 

業種別でみると、<医療、福祉>で 52.2％と最も高くなっている。 

従業員規模別でみると、<9人以下>で 24.1％と他の層と比較して最も高く、<300人以上>で 13.5％

と他の層と比較して最も低くなっている。 

前回調査と比較すると、<100～299 人>で 9 ポイント、<30～49 人>で 7.3 ポイント、それぞれ増

加し、<50～99人>で 14.6ポイント減少している。 

また、<製造業>で 4.2ポイント増加、<50～99人>で 14.6ポイント減少している。 

 

■女性の管理職割合〔回答数＝445〕 

 

 

 

  

女性管理職
人数

総管理職
人数

女性管理職
割合

881 5,457 16.1%

建設業 34 372 9.1%

製造業 29 231 12.6%

卸売業、小売業 143 1,672 8.6%

宿泊業、
飲食サービス業

35 229 15.3%

医療、福祉 346 663 52.2%

サービス業 70 568 12.3%

その他 224 1,722 13.0%

9人以下 48 199 24.1%

10～29 人 99 446 22.2%

30～49 人 89 449 19.8%

50～99人 152 1,110 13.7%

100～299人 288 1,720 16.7%

300人以上 205 1,521 13.5%

分類

　合計
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【前回との比較 業種別／従業員規模別（女性の管理職割合）】 

 

※前回との比較のグラフの nは総管理職数を表す。 
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（５）一般事業主行動計画の策定状況 
 

（５）女性活躍推進法により、一般事業主行動計画の策定、公表などが、常時雇用す

る労働者の人数により義務ないし努力義務とされています。 

『① 企業全体で常時雇用している労働者数』、『② 一般事業主行動計画の策定

状況』のそれぞれについて、貴社の状況をご回答ください。【それぞれ１つに○】 

①企業全体で常時雇用している労働者数 

企業全体で常時雇用している労働者数については、「100人以下」が 65.0%と最も高く、次いで「101

人以上」が 35.0%の順となっている。 

業種別でみると、<その他>では「101 人以上」が 62.2％と他の層より 14 ポイント以上高くなっ

ている。 

従業員規模別でみると、<10～29人>、<30～49人>で 1割台と他の層より 11ポイント以上低くな

っている。 

 

■企業全体で常時雇用している労働者数〔回答数＝514〕 

 

 

 

 

  

101人以上
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100人以下
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【業種別／従業員規模別（企業全体で常時雇用している労働者数）】 

 

 

  

101人以上

21.1

32.4

47.4

25.0

24.7

17.6

62.2

25.0

13.4

11.4

35.6

89.2

93.8

100人以下

78.9

67.6

52.6

75.0

75.3

82.4

37.8

75.0

86.6

88.6

64.4

10.8

6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

建設業

(n=57)

製造業

(n=34)

卸売業、小売業

(n=135)

宿泊業、

飲食サービス業
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(n=32)
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②一般事業主行動計画の策定状況 

（ア）計画の策定【１つに○】 

計画の策定については、「実施している」が 43.8%と最も高く、次いで「実施していない」が 35.9%、

「わからない」が 20.3%の順となっている。 

業種別でみると、「実施している」が<その他>で 67.1％と最も高く、次いで<卸売業、小売業>で

51.4％、<建設業>で 47.4％の順となっており、また、<製造業>で 27.3％と最も低くなっている。 

従業員規模別でみると、「実施している」が 49人以下の層で２割台、<50～99人>で 55.1％、100

人以上の層で９割台となっている。 

 

■計画の策定〔回答数＝521〕 
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【業種別／従業員規模別（計画の策定）】 
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（イ）計画の労働局への届け出【１つに○】 

計画の労働局への届け出については、「実施している」が 41.6%と最も高く、次いで「実施してい

ない」が 36.8%、「わからない」が 21.6%の順となっている。 

業種別でみると、「実施している」が<その他>で 64.6％と最も高く、次いで<卸売業、小売業>で

49.3％、<建設業>で 41.1％の順となっており、また、<製造業>で 27.3％と最も低くなっている。 

従業員規模別でみると、「実施している」が 49人以下の層で１～２割台、<50～99人>で 52.8％、

<100～299人>で 88.0％、<300人以上>で 97.0％となっている。 

 

■計画の労働局への届け出〔回答数＝519〕 
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【業種別／従業員規模別（計画の労働局への届け出）】 
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（ウ）計画の公表【１つに○】 

計画の公表については、「実施している」が 39.7%と最も高く、次いで「実施していない」が 38.7%、

「わからない」が 21.7%の順となっている。 

業種別でみると、「実施している」が<その他>で 62.0％と最も高く、次いで<卸売業、小売業>で

46.0％、<建設業>で 39.3％の順となっており、また、<製造業>で 24.2％と最も低くなっている。 

従業員規模別でみると、「実施している」が 49人以下の層で１～２割台、<50～99人>で 51.1％、

<100～299人>で 86.7％、<300人以上>で 96.9％となっている。 

 

■計画の公表〔回答数＝517〕 
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【業種別／従業員規模別（計画の公表）】 
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（エ）計画の労働者への周知【１つに○】 

計画の労働者への周知については、「実施している」が 41.4%と最も高く、次いで「実施していな

い」が 36.8%、「わからない」が 21.9%の順となっている。 

業種別でみると、「実施している」が<その他>で 63.3％と最も高く、次いで<卸売業、小売業>で

48.2％、<建設業>で 46.4％の順となっており、また、<製造業>で 24.2％と最も低くなっている。 

従業員規模別でみると、「実施している」が 49人以下の層で１～２割台、<50～99人>で 52.3％、

<100～299人>で 86.7％、<300人以上>で 93.8％となっている。 

 

■計画の労働者への周知〔回答数＝517〕 
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【業種別／従業員規模別（計画の労働者への周知）】 
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